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１．調査の背景と目的

　我が国はユーゴースラヴィア連邦共和国（以下、「ユーゴースラヴィア」と記す）に対しては、

1991年以降の同国の武力紛争の激化によって、人道的観点からの国際機関を通じた支援、草の根

無償を除き援助を停止してきた。その後2000年10月の政権交代によるユーゴースラヴィアの民

主的変化を受け、対ユーゴースラヴィア経済協力援助の停止が解除され、当面は同国内の政治・

経済状況、援助ニーズ、対ユーゴースラヴィア復興支援に関する国際社会の動きを踏まえ同国へ

の援助を検討することになった。

　2001年６月にユーゴースラヴィア支援国会合が開催されることとなり、我が国として可能な限

り具体的な協力の姿勢を示せるよう、同支援国会合前、①現地への官団員調査団の派遣による

ユーゴースラヴィア側の要望の確認と協力分野の絞り込みを通じた有望案件の発掘、②コンサル

タントによる本邦における開発計画関連資料の収集、の２つから成るプロジェクト形成調査が実

施された。調査の結果、電力、公共輸送、保健・医療及び都市環境（上下水道）が今後日本側が

優先的に取り組んでいく分野として確認された。

　保健・医療については、国民すべての基礎的生活水準の向上に貢献できる分野であり、１次、

２次、３次医療施設のすべてにおいて医療機材や施設のリハビリ、医薬品、維持管理費等に非常

に高いニーズがあることが判明し、日本としても重点的に協力していくべき分野であると認識さ

れた。また、旧社会主義国だけあり、かつての医療サービスの水準の高さをうかがわせる施設も

あるが、なかには1920年代に建設された老朽化した建物で30年以上も前の医療機材を使って診

察・治療を行っている施設もあった。また予算不足に悩む一方で、現在も無料で診療サービスを

継続しているなど医療行政の抱える問題も非常に複雑であった。視察をした医療施設すべてにお

いて医療機材の必要性が認められたものの、高価な医療機材を供与するためには、更なる情報収

集が必要であり、今次プロジェクト形成調査団を派遣することとなった。

　保健医療分野と同様、上下水道分野も、前回のプロジェクト形成調査にて、優先分野と認めら

れた。特に首都ベオグラードをはじめとする都市部の下水施設の整備は今後のユーゴースラヴィ

アの欧州連合（EU）加盟等を考えると将来避けられない課題となり、上水道についても、1800年

代後半に建設された浄水施設を現在も使っており、漏水率が30％を超すなど施設の老朽化が問題

となっている。上水道も下水道もベオグラードの首都機能を確保するうえで重要な分野であるの

で、今次プロジェクト形成調査にて、具体的案件形成を行うこととなった。
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２．調査団構成

担　当 氏　名 所　　　属

団長／総括　　　 森　　裕之 国際協力事業団アフリカ・中近東・欧州部
　 中近東・欧州課　課長代理

無償資金協力政策 上田　晋 外務省経済協力局無償資金協力課　事務官

保健医療行政　　 井上　裕司 厚生労働省健康局国立病院部経営指導課　技術調査官

水分野　　　　　 山本　敬子 国際協力事業団国際協力総合研修所　国際協力専門員

調査企画 伏見　勝利 国際協力事業団アフリカ・中近東・欧州部
中近東・欧州課　職員

保健医療計画　　 道津美岐子　 コンサルタント

保健医療機材　　 根本優貴美　 コンサルタント

上水道整備計画　 福田　文雄　　コンサルタント

下水道整備計画　 矢内　元雄　　コンサルタント
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３．調査行程

　調査行程（2001 年８月 29 日～９月 27 日）は以下のとおりである。

１ ８／29 水

２ ８／30 木

３ ８／31 金

４ ９／１ 土

５ ９／２ 日

６ ９／３ 月

７ ９／４ 火

８ ９／５ 水

９ ９／６ 木

10 ９／７ 金

11 ９／８ 土

12 ９／９ 日

13 ９／10 月

14 ９／11 火

15 ９／12 水

成田発→ウィーン着
JICAオーストリア事務所打合せ
ウィーン→ベオグラード　
在ユーゴースラヴィア日本大使
館表敬

ベオグラード上下水道公社協議
EBRD現地事務所訪問
世界銀行現地事務所訪問

現地調査
マキシュ浄水場
サヴァ川右岸Reny well
資料整理
ベオグラード上下水道公社、
ユーゴースラヴィア水道協会訪
問
現地調査
・浄水場
・サヴァ川左岸Reny well
ベオグラード上下水道公社協議
EBRD 訪問
ベオグラード保健研究所訪問
ベオグラード上下水道公社協議
KfW 訪問
現地調査
・サヴァ川上流部Reny well
・市内下水排水施設
ベオグラード上下水道公社協議
連邦統計研究所訪問
在ユーゴースラヴィア日本大使
館報告
資料整理

資料整理

現地調査
・配水ポンプ場
在ユーゴースラヴィア日本大使
館表敬、団内打合せ

本邦発→フランク
フルト着
フランクフルト発
→ウィーン着
JICA事務所打合せ
ウィーン発→ベオ
グラード着
在ユーゴースラ
ヴィア日本大使館
表敬、団内打合せ

日　　　程

上下水道班 保健医療班
コンサルタント 官団員 コンサルタント 官団員
（福田、矢内） （森、山本、上田） （道津、根本） （井上、伏見）

日順 月日 曜日

上下水道班と同じ

上下水道班と同じ

UNHCR現地事務所訪問
WHO現地事務所訪問
ナロードニ・フロント産科病院
調査

資料整理

資料整理

セルビア保健省協議
セルビアCC調査

ベオグラード小児病院、
ベオグラード母子病院調査

クラグエヴァッツ市病院、
ストゥデニッツア病院調査

ノヴィ・サドCC調査

ニーシュCC調査

資料整理

資料整理

在ユーゴースラヴィア日本大使
館報告
セルビア医療保険基金訪問
大使館表敬、団内打合せ

ベオグラード上下水道公社協議
ベオグラード市内上水道施設調査

ベオグラード市内上下水道施設調査

上下水道班と同じ

上下水道班と同じ

セルビア保健省協議
セルビアCC調査
クラグエヴァッツCHC調査
クラグエヴァッツHC調査

連邦外務省表敬
セルビア対外経済関係省表敬



－ 4－

日　　　程

上下水道班 保健医療班
コンサルタント 官団員 コンサルタント 官団員
（福田、矢内） （森、山本、上田） （道津、根本） （井上、伏見）

日順 月日 曜日

ラップアップ協議
団内ミーティング

ベオグラード上下水道公社

セルビア農業・森林・水管理省協
議
ベオグラード上下水道公社協議
市場調査

ベオグラード上下水道公社協議
連邦水理気象研究所訪問

ベオグラード上下水道公社協議
ベオグラード保健研究所訪問

資料翻訳
資料整理

ベオグラード上下水道公社協議

在ユーゴースラヴィア日本大使
館報告
ベオグラード発→ウィーン着
JICA事務所報告
ウィーン発→フランクフルト着
フランクフルト発
→成田着

16 ９／13 木

17 ９／ 14 金

18 ９／ 15 土

19 ９／ 16 日

20 ９／ 17 月

21 ９／ 18 火

22 ９／ 19 水

23 ９／ 20 木

24 ９／ 21 金

25 ９／ 22 土
26 ９／ 23 日

27 ９／ 24 月

28 ９／ 25 火

29 ９／ 26 水

30 ９／ 27 木

ラップアップ協議
団内ミーティング
セルビアCC調査
セルビア保健省協議
在ユーゴースラヴィア日本大使
館報告
YMC Lavoratorija 社訪問
セルビアCC調査

セルビア医療保険基金訪問
セルビア公衆衛生局訪問
クラグエヴァッツCHC調査

在ユーゴースラヴィア日本大使
館報告
JEN訪問
ノヴィ・サドCC調査
ベオグラード大学医学部訪問
セルビア教育・スポーツ省訪問
ニーシュCC調査
資料翻訳
資料整理
セルビア公衆衛生局訪問
保健省表敬

上下水道班と同じ

上下水道班と同じ

上下水道班と同じ

ベオグラード上下水道公社協議
サヴァ川上流部Reny well 調査

ベオグラード市内上下水道施設調査
在ユーゴースラヴィア日本大使館との打合せ

資料整理
団内ミーティング
資料整理

ノヴィ・サドCC調査
ノヴィ・サド小児病院調査
ニーシュCC調査
在ユーゴースラヴィア日本大使館との打合せ
セルビアCC関係者との打合せ
資料整理
団内ミーティング
資料整理

ラップアップ協議
フランクフルト着
フランクフルト発

→成田着

上下水道班と同じ

上下水道班と同じ

EBRD ：欧州復興開発銀行
UNHCR ：国連難民高等弁務官事務所
WHO ：世界保健機関
セルビア保健省：セルビア共和国保健・環境保護省
KfW ：ドイツ復興金融公庫
CC ：クリニカル・センター
CHC ：クリニカル・ホスピタル・センター
HC ：ヘルス・センター
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４．調査結果の要約

４－１　保健医療分野

（1）全　体

　本調査団が視察した６医療機関（１次～３次医療機関及び小児病院）はいずれも過去10年

間の経済制裁及び市場経済化への移行による影響を受け、施設・医療機材の老朽化と医薬

品・消耗品の不足に悩んでいた。それにもかかわらず、それぞれが老朽化した施設や機材を

修理し現存のものを最大限に活用しながら診療を行おうとする姿勢がうかがえた。ただ、ノ

ヴィ・サド小児病院のように他ドナーから医薬品や消耗品の継続的な支援を受けている医療

機関もある一方、一部の医療機関では病院内清掃をはじめとする施設の維持管理が十分でき

ておらず、他ドナーから供与された機材も消耗品の購入費用がないとの理由で使用されてい

ないところもあり、必ずしも状況は同一ではなかった。

　限られた予算枠において裨益効果が高く、足が速く、かつ目に見える形での支援をするた

めには、高いニーズのなかにおいても更に緊急度の高い医療機関及び医療機材に絞り込んだ

案件を検討する必要がある。今次プロジェクト形成調査の結果、保健医療分野においては以

下のものが、我が国が無償資金協力として検討できる案件として示された。

①セルビア CCへの診断用機材・救急医療機材供与（８億円）

②ノヴィ・サド CCへの診断用機材・救急医療機材供与（２～３億円）

③クラグエヴァッツ CHCへの診断用機材・救急医療機材供与（２～３億円）

④ニーシュ CCへの診断用機材・救急医療機材供与（２～３億円）

（2）支援対象とすべき医療機関

　ユーゴースラヴィアではベオグラード市を中心に全国から患者を受け入れるセルビアCC

（ベオグラード市、受診対象人口1,000 万人）を頂点に、南部、南東セルビア及びコソヴォを

カバーするニーシュCC（ニーシュ市、受診対象人口270万人）、ヴォイヴォディナ自治区を

カバーするノヴィ・サド CC（ノヴィ・サド市、受診対象人口 200 万人）、南西セルビア、コ

ソヴォ、モンテネグロをカバーするクラグエヴァッツCHC（クラグエヴァッツ市、受診対象

人口200万人）の４つが同国の２次及び３次医療の４大基幹病院として存在する。これらは

それぞれの地域における基幹病院として機能するのみならず、医学学校が併設された教育・

研究施設でもある。これら４つの基幹病院の下には４つのCHCと35の専門病院（小児科、

産婦人科等）があり、更にその下に 42 のジェネラル・ホスピタル（２次医療機関）、そして

その下に 1,339 のヘルス・センター等（１次医療機関）が存在する。

　セルビア保健省からは、なかでもセルビアCC及びニーシュCCへの支援を優先してほし

い旨要望があった。しかし、我が方としては上記の４基幹病院が実質上セルビア内の全地域
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をカバーしており、これら医療機関に対する支援によってセルビア全土の医療事情の改善に

寄与すること、及び複雑な民族問題を抱えるユーゴースラヴィアにおいては特定の地域に

偏った支援ではなく地域バランスを考慮することが大切であることにかんがみ、予算的制約

はあるものの上記４つの基幹病院にそれぞれにバランスよく支援していくことが重要である

と考える。ただし、セルビアCCについては文字どおりユーゴースラヴィアの医療機関の頂

点に立ち全国をカバーしていることから、支援の検討においても特定の地域を管轄している

他の３医療機関とは別格に扱う必要がある。

　もちろん、これら以外の専門病院やHCにおいても援助ニーズは高いものがあるが、上記

理由により４基幹病院に対する支援を優先することとした。

（3）支援対象とすべき医療機材

1） 診断用機材（Ｘ線診断装置、超音波診断装置、内視鏡、検査室用機材等）

　上記４基幹病院のみならず同国の医療機関における最大の問題は、Ｘ線診断装置、超

音波診断装置や内視鏡という基本的な診断用機材の絶対数の不足と老朽化のために迅速

かつ正確な診断ができていないことである。医療機関によっては、患者のこうした診断

に数日から１～２か月待ちの状態にある例も散見されるなど、事態は極めて深刻である。

診断の遅れが、不要な入院日数の増加や病状の悪化、更には医療費の増加といった悪循

環を引き起こしている。さらに、最悪の場合、手遅れで治療ができない状況になってし

まう例もある。また、老朽化した検査室用機材は正確性及び迅速性に疑問があり、正常

な患者を異常と、異常のある患者を正常と診断してしまう危険性があるのみならず、不

必要な入院患者の増加や医療費負担の増加を招いている。

2） 救急医療機材（集中治療室（ICU）機器、手術室器具）

　適切な診断がなされたとしても、適切な治療が施されなければ患者の病状は改善しな

いので、診断用機材だけでなく治療に係る機材の整備も不可欠である。セルビアCCやノ

ヴィ・サドCCでは救急疾患の対応改善がなされることで他の疾患の対応の迅速化が図れ

ることや、救急疾患者は全年齢層にわたり、同国の将来を担う若者も多く含まれること

から、救急疾患対応の改善の必要性を強調している。また、ニーシュCCでも十数年以上

前から救急用病棟の建設構想をもっており（予算不足により 10年前に中止）、救急疾患

への対応の重要性を認識している。しかし、どの病院でもICUとして機能するに十分な

機材が整っているとはいい難い状態であり、まず患者モニター、インフュージョン・ポ

ンプ、人工呼吸器、吸引器といった基本的な機材を至急整備する必要がある。また手術

室についても、同様に基本的な機材が整っておらず、手術台、麻酔装置、人工呼吸器、患

者モニター、電気メス、吸引器といった機材の整備が早急に行われる必要がある。
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（4）留意事項

1） 供与機材のモニタリングの必要性

　どの医療機関も老朽化した機材を修理しつつ最大限活用しており、また今回提案する

医療機材は基本的な２次医療機材であることから、供与機材の活用や維持管理について

は問題ないものと思われる。しかしながら、ニーシュCCについては、他ドナーから供

与された医療消耗品が病棟の廊下に放置されているなど、他の医療機関と比較し、管理

において不安があることから、機材を供与する場合には適切に使用されているかを適宜

モニタリングする必要があろう。

2） ニーシュ CC の救急用病棟整備

　ニーシュCCではコソヴォやマケドニア国境からの避難民の増加により施設のスペー

ス不足が深刻である。また、他の医療機関と異なり総合的な急患の窓口が存在していな

い。そのため十数年前から救急用病棟を敷地内に建設し始め、内装工事もほぼ終了しか

けていたが、経済制裁等のため中断されたままとなっている。この病棟を完成させ救急

体制を整備することができたならば、同救急用病棟は日本からの支援のシンボルになり、

顔の見える支援としては最大の効果を発揮するものと考えられるので、引き続き支援の

可能性につき検討したい。

４－２　上下水道分野

（1）全　体

　上下水道セクターに関しては、基本的には首都のベオグラードへの無償資金協力を中心に

検討することとした。過去 10 年に及ぶ経済制裁による影響は広くユーゴースラヴィア全土

のあらゆるセクターに及び、経済社会の基盤となるインフラの整備復旧のニーズは極めて幅

広い。上下水道に限っても整備復興の必要性は多くの都市に及ぶと想定されるが、その規模

と難民の定住化などにより、最も緊急性が高く無償資金協力による復興支援が適切なのは首

都のベオグラードと考えられるからである。

　今回の調査では、ベオグラード上下水道公社との協議、及び現状施設の視察を集中して実

施し、現在の抱える問題、先方の要請するプロジェクト内容、関連する他のドナーによる協

力の動向について確認を行った。

　ベオグラード市の上水道はその供給源として 60％を地下水（サヴァ川の伏流水）、40％を

サヴァ川の表流水を利用している。1950年代から1960年代にかけて、市内からサヴァ川の

上流約 40km にわたり総計 99 本のレニーウェル（Reny well）と呼ばれる井戸が掘られ、こ

れらの井戸が主要な取水源となってきた。この地下水を水源とする水は鉄分などを含む以

外、比較的きれいな水でその処理についても簡単な施設で安全な水の供給が可能となってい
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る。しかしながら市域の拡大と水需要の増大のために地下水だけでは必要な水量を賄うこと

ができず、サヴァ川の表流水の利用も拡大している。配水に関しては、標高のある地区と低

い地域が入り組んでおり、市内全体の配水システムは複雑である。

　現在は取水ポンプ操作から配水管理までを人力によるバルブ操作に委ねられており、安定

しない電力供給の影響もあり一時的な断水や地域的な断水がしばしば発生する状況にある。

老朽化した機材を少ない修理予算で使用し続けていることから、施設能力の点でも取水量・

浄水量が需要を十分に満たすものでないことも、特に渇水期の水不足の原因になっている。

経済制裁や北大西洋条約機構（NATO）爆撃に伴う工業分野の停滞による水需要の縮小によ

り、水需給バランスの大きな破綻を免れているものの、市民への安全な水の供給を続けるに

は大きな支援が必要な状況にある。過去 10 年以上にわたって人口統計が実施されていない

こともあり、現在の正確な人口分布は分からないが、周辺地域からの難民の多くが定住化す

る可能性も大きく、上下水道公社ではこれら難民に対する新たな水道施設の建設も求められ

ている。

（2）我が国の協力の方向性

1） 上水道

　日本に対するベオグラード上水部門の協力要請は、地下水を水源とする取水施設の復

興整備と配水の効率化を目的とするもので、既存の井戸や配水施設を最大限に活用でき

るよう関連機材の更新と送配水の制御監視システムを含む通信網整備が含まれている。

　市内の水需要量の 60％を賄う 99本の井戸は５井戸ごとに管理人により監視、制御さ

れているが、水位の変化や停電、故障等に即応できず、長時間の断水や無駄な電力消費、

ポンプの損傷等の問題があり、結果的に利用可能な水が十分にくみ上げられず、特に市

内周辺区域で頻繁に発生する水不足を悪化させている。老朽化した施設と手動操作のた

めに、利用可能な水の 10～ 20％が利用できていないと推計されている。これら井戸か

ら取水される地下水は、水質的にもサヴァ川の表流水よりもはるかに優れており、薬品

等の添加も限られていることから、市民により安全な水を供給するという観点からも、

地下水を無駄なく最大限に活用することが求められている。

　浄水場及び配水管網の制御についても、その多くを手動制御に頼っているために複雑

な配水システムにおける効率的な水利用が十分になされていない。特に渇水期において

は多くの地域で水が不足する一方で、一部地域には潤沢に水が供給されるなどの事態も

発生しており、効率的な配水による水不足の解消が早急に検討されるべき課題となって

いる。

　ユーゴースラヴィアでは、必要とされる経済インフラ復興整備に比べて、海外からの



－ 9－

支援を含めても当面活用できる資金は極めて限られている。その資金をいかに有効に活

用して市民のベーシックニーズを満たすかが現在の課題といえる。幸いベオグラードの

民生部門は20年前には世界でも高い水準の整備がされており、これらの既存施設をうま

く活用し続けていくことが最も経済的な方法と考えられる。日本に要請されている制御

監視システムを含む上水施設の復興整備プロジェクトは、既存施設を限られた資金でよ

り有効に活用するという面で効果的なプロジェクトと考えられる。また、この計画は現

在進行中又は計画中の以下のEBRDやドイツの支援プロジェクトとも十分調整され整合

性もとられており、緊急の上水道整備プロジェクトとして有効な支援となると考えられ

る。

　ベオグラード上水道分野の復興整備のための国際的な支援は、EBRDとドイツによっ

て既に一部始められている。EBRDはマキシュ浄水場の能力拡大を目的とするプロジェ

クトへの2,000万ユーロの借款を決定しており、付随して上下水道公社の経営改善等へ

の支援を計画している。計画されている浄水施設は現在の水不足の解消と将来の需要増

大に備え、サヴァ川の表流水を処理する能力を拡大するものである。ドイツのKfWは緊

急復興プログラムとして、ベオグラード、ノヴィ・サド、ニーシュの復興整備を支援し

ており、そのなかで、ベオグラード市水道への援助は漏水対策を中心とした配水管網整

備の協力を進めている。

2） 下水道

　下水道施設に関しても、上水道と同様経済制裁等の影響で計画された施設が完成され

ていない、又は一部完成された施設も十分な修理、維持管理が行われておらず、故障し

たまま放置されている施設や機材も散見された。それでも1970年代から1980年代に整

備された下水網施設のうち、必要最小限のものを限られた費用で何とか維持することで、

最低限のサービスを提供している。下水処理場は未整備のため、集水した雨水・下水を

サヴァ川及びドナウ川に全量放流している。

　都市環境対策の観点からも、また国際河川であるドナウ川の汚染軽減の面でもベオグ

ラードの下水処理問題が非常に重要であることは、関係者に広く認識されている。しか

しながら、下水処理施設の整備にかかる莫大な費用と現在の財政状況を考えると、当面

は上水部門の整備を優先せざるを得ないというのが、上下水道公社及び援助機関の共通

した認識であった。したがって、本調査団も緊急復興を目的とする当面の無償資金協力

として、下水部門への協力は優先順位を下げざるを得ないと判断した。

　ベオグラード市の下水部門に対しては、より長期的な視野に立った整備が必要であり、

そのためには将来的には国際的な支援も不可欠であろう。現在ベオグラード市では2021

年を目標とする都市計画が作成中であり、この都市計画を基礎にした下水道マスタープ
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ランの策定が検討されている。長期的な下水道整備には海外からの資金（借款）が必要

であり、その準備作業として精度の高いマスタープラン策定の必要性は高い。現在のと

ころ他の援助機関を含め海外への支援要請はされていないが、もし日本に対し正式に開

発調査の要請が出されるようであれば、前向きに検討する必要があるだろう。

（3）留意事項　

　ベオグラード上下水道公社の技術レベルは相当に高く、新しい施設、機材の供与に伴う受

容能力は十分にあると考えられる。要請されている機材のうち、特に回転制御装置、水中ポ

ンプ、流量計などは既に一部使用されている基本的な機材であり、供与後の活用に問題が生

じる可能性は極めて少ない。しかしながら、取水・配水網を含めた総合的な制御監視システ

ムについては、比較的新しい施設であり、必ずしもユーゴースラヴィア国内で広く利用され

ているものではないことから、現在他のセクターで利用されている制御監視システムのレベ

ルなどとの比較等を通じて、部品の調達や修理技術者のレベルを確認し、維持管理に問題が

生じない技術レベルのシステムの導入を考慮する必要がある。
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